役員持株会規約

第１条（名称）

この会は、○○○○役員持株会（以下「本会」という。）と称する。

2.  本会は民法上の組合とする。

3.  本会の出資金は第６条の拠出金､第11条の配当金､第12条第１項の臨時拠出金をもって構成する。

第２条（目的）

本会は、○○○○株式会社（以下「会社」という。）の役員に会社株式（以下「株式」という。）の保有を奨励し、その取得を容易ならしめることを目的とする。

第３条（資格）

会員は、会社の取締役および監査役（以下「役員」という。）とする。

第４条（入会）

本会に入会を希望する会社の役員は、毎年○月に所定の入会届出書を理事長に提出して申し込むことにより、翌月から会員となることができる。

2.  前項の規定にかかわらず、新任役員は役員就任後ただちに入会することができる。

第５条（会員名簿）

本会は、前条により提出された入会届出書の綴りを作成し、会員名簿とする。

第６条（拠出金）

拠出金は１口1,000円とし、会員は10口を１単位として毎月一定の口数を、また役員賞与支給時○月は月例拠出口数の○倍を拠出する。

2.  会員の、１回当たりの拠出金額の上限を、月例拠出、賞与時拠出いずれも100万円未満とする。

3.  臨時拠出金は、退任退会時及び株主割当による有償増資の応募時に限り会員の申出により拠出できるものとする。

第７条（拠出の休止・再開・変更）

会員は、止むを得ない事由がある場合は、所定の休止申請書により理事長に申請し、その承認を得て拠出を休止することができる。

2.  拠出を中止した会員は、休止事由が消滅したとき、所定の再開申請書により、速やかに理事長あてに拠出の再開を申請するものとする。

3.  拠出口数を変更しようとする会員は、毎年○月に拠出口数変更申請書により理事長宛に申請し、翌月分から新口数を拠出するものとする。

第８条（株式の購入）

本会は、拠出金の合計金額（以下「株式購入資金」という。）をもって原則として毎○月○日に、賞与時は拠出日の翌取引日に、市場から時価（委託手数料及び消費税相当額を含む。）で株式の購入を行う。

2.  株式購入資金のうち、1,000株の購入代金に満たない部分（以下「残金」という。）は、次回の株式購入資金に繰り入れる。

第９条（理事長の受託）

会員は、前条により購入した株式および第12条により取得した株式にかかわる持分を、管理の目的をもって理事長に信託し、理事長はこれを受託する。

第１０条（株式分割の取扱い）

前条により理事長に信託された株式（以下「信託株式」という。）が分割によって増加した場合その増加株式については、自動的に信託財産に帰属する。

第１１条（配当金等の再投資）

理事長は、信託株式にかかわる配当金および中間配当金を株式の購入に充てるものとし、購入の方法は第８条に準ずる。

第１２条（新株式の引受け）

信託株式につき新株引受権が割り当てられた場合には、会員は割当日現在の登録された持分に応じて当該新株引受権の割当配分を受けるとともに、払込金相当額の臨時拠出金を拠出するものとする。

2.  前項の新株引受権の割当配分は小数第４位以下を切り捨てる。

3.  第１項の臨時拠出金は円位未満を切り上げるものとし、その結果生ずる剰余金は申込期日の属する月の株式購入資金に繰り入れる。

4.  新株引受権の割当配当を受けた会員は、所定の新株払込依頼票に臨時拠出金を添えて、指定された日までに本会あてに申し込む。

5.  理事長は、前項の臨時拠出金の合計額をもって新株式の払込金に充てる。

6.  第２項により切り捨てられた端数の合計分に相当する払込金および指定日までに申込みをしない会員があった場合の当該会員に割り当てられた臨時拠出金については、申込期日の属する月の株式購入資金（前月からの繰越金を含む。）をもってこれに充当するものとし、この充当金額に見合う株式は当該月の購入株式に加えて配分計算に供する。

7.  申込期日の属する月の株式の購入日は、第８条第１項の規定にかかわらず、申込期日の翌日以降とすることができる。

第１３条（持分の計算）

本会は、信託株式およびそれにかかわる果実について、次の要領で算出した株式数を、それぞれ各会員の持分として会員別持分明細簿に登録する。

(1) 第８条により購入した株式については、当該購入時の各会員の株式購入資金額（前月からの繰越金を含む。）に応ずる株式数

(2) 第11条により購入した株式については、当該決算期末（中間配当金により購入した株式にあっては当該基準日）における各会員の登録された持分に応ずる株式数

(3) 第12条により取得した株式については、各会員の臨時拠出金に応ずる株式数

(4) 信託株式にかかわる分割株式については、当該基準日における各会員の登録された持分に応ずる株式数

2.  前項による持分の計算は小数第４位以下を切り捨てるものとし、その切り捨てられた端数の合計は、次回購入する株式に合算する。

3.  第８条第２項の残金については、株式購入直前の各会員の株式購入資金額に応ずる金額を、各会員に帰属すべき残金として会員別持分明細簿に記録する。

第１４条（権利の譲渡・質入）

会員の登録された信託に関する権利は、他に譲渡または質入することはできない。

第１５条（会員別持分明細簿の備置）

本会は、第13条による会員別持分明細簿を本会の事務所に備え置き、会員の閲覧に供する。

第１６条（残高明細書）

本会は、毎年２回○月分および○月分の株式購入終了時点において残高明細の通知を作成し、各会員に交付する。

2.  会員は、必要な場合は何時でも、自己の持分残高につき残高明細書を請求することができる。

第１７条（株式の引出し）

会員は、決算期及び中間配当基準日の属する月の前月中に購入した株式を配分した直後の持分残高が1,000株を超えた場合は、1,000株を単位として株式の引出しを行い、各自の名義に書き換える。

2.  前項により持分の一部を引き出そうとする会員は、所定の一部引出申請書および名義書換請求書を理事長に提出する。

3.  第１項により引き出された株式数は、これを会員別持分明細簿上の当該会員の持分により控除する。

第１８条（退会）

会員は、理事長宛に届け出ることにより、何時でも退会することができる。

2.  会員が会社の役員の地位を退任したときは、自動的に退会するものとする。

3.  第１項または第２項により退会しようとする会員は、所定の退会届出書および名義書換請求書を理事長に提出するものとする。

第１９条（退会精算）

退会者は、退会届出を行った日（以下退会日という。）における持分残高に相当する株および第13条第３項の払戻しを受けるものとする。ただし、1,000株未満の持分残高については、次のいずれかの精算方法を会員が選択できるものとする。

(1) これを時価で売却し、その代金から委託手数料（消費税相当額を含む。）および有価証券取引税を差し引いた金額を払い戻すものとする。

(2) 単位株に達する株数を臨時拠出金にて買い付け単位株で引き出す。

(3) 退会者が証券会社に保有する株式累積投資（以下るいとうという。）口座に振り替える。ただし、１株未満については第１号の処理を行う。

2.  前項ただし書による売却（第３項第２号および第４項において準用する場合を含む。）は、毎月一定日にその日前１ヵ月の退会者全員の分を一括して行う。この場合において、売却すべき持分残高の合計に１株未満の端数があるときは、整数部分の売却単位と同値で当該月の株式購入資金により、本会がこれを買い取る。

3.  退会日現在において権利確定後未受領の配当金等がある場合は、次のとおり処理する。

(1) 配当金および中間配当金は、本会が受領したのち遅滞なく現金にて払戻しをする。

(2) 分割株式および払込済の増資新株式は、本会が株券を受領したのち遅滞なく第１項の規定に準じて払戻しをする。

4.  第12条第１項により新株引受権の割当配分を受けた会員が、臨時拠出金の拠出日前に退会しようとする場合は、退会に先立って当該臨時拠出金を拠出するものとする。この場合は、本会は、新株式の株券受領後遅滞なく、当該退会者に対し、第１項の規定に準じて払戻しをする。

5.  各退会者に対して現金により払戻しをする場合の金額に円位未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとし、その切り捨てられた端数の合計は、次回の株式購入資金に繰り入れる。

6.  退会者は、退会日現在における第13条による持分計算の際に生じた配分不能の端数株式にかかわる持分の払戻しの請求はできないものとする。

第２０条（株式売却の制限）

第17条第１項により株式を引き出した会員および第19条第１項、第３項第２号、第４項により株式の交付を受けた退会者は、引出しまたは交付の日より６ヵ月経過するまでの期間中においては、当該株式を売却してはならない。

第２１条（信託株式の議決権）

信託株式にかかわる議決権は､受託者たる理事長がこれを行使する｡ただし､会員は各自の持分に相当する株式の議決権の行使について、理事長に対し各総会ごとに特別の指示を与えることができる。

第２２条（会員総会）

本会は、重要事項の決議および役員選任のため、毎年○月に定時会員総会を開催する。ただし、必要に応じて臨時会員総会を開催することができる。

2.  会員総会は、理事長がこれを招集する。

3.  会員総会の決議は、本規約に別段の定めがある場合を除き、出席会員の過半数によってこれを行う。

4.  会員は、各自１個の議決権を有する。

5.  会員は、前項の議決権を書面または代理人を通じて行使することができる。

第２３条（役員の選任）

本会の役員として、理事長１名、理事２名以上および監事１名をおく。

2.  理事長、理事および監事は、会員のなかから、定時会員総会において選任する。ただし、本会の発足時は発起人のうちより選任する。

3.  役員の任期は、翌年の定時会員総会終了の時までとする。ただし、再任を妨げない。

4.  理事長は本会を代表し、本規約に定める業務を執行する。理事長に事故のあるときは、理事会で予め定めた順序に従って、他の理事がこれに代る。

第２４条（理事会）

理事は理事会を構成し、本会の運営にあたる。

2.  理事会は、必要に応じて理事長がこれを招集する。

3.  理事会は、次の事項を決定する。

(1) 定時または臨時の会員総会の招集ならびに付議すべき議案

(2) その他本会の業務の処理上重要と理事長が認めた事項

4.  理事会の決定は、出席理事の過半数によってこれを行う。

第２５条（監事）

監事は、理事の業務を監査する。

2.  監事は、必要と認めたときは何時でも、本会の業務の状況につき理事長に報告を求めることができる。

3.  監事は、理事会または会員総会において意見を述べることができる。

第２６条（事務処理の委託）

本会の事務処理は、○○証券株式会社に委託する。

第２７条（経費負担）

本会の経費は、会員が負担する。

第２８条（業務報告）

理事会は毎年○月末日をもって過去１年間の業務の状況報告書を作成し、監事の監査を得たのち、会員総会において会員に報告する。

第２９条（本会の所在地）

本会の所在地は、東京都千代田区丸の内○丁目○番○号東京商会株式会社内とし、事務所を会社総務部内におく。

第３０条（規約の変更）

本規約の変更は、会員総会において出席会員の３分の２以上の多数をもって決定する。

付　則

第１条
本規約は、平成○年○月○日から実施する。
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